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第１章 総 則 

 １ 目的 

   この計画は、将来発生が予想される津波災害に対し、地震・津波発生直後から津波が終息 

するまでの概ね数時間から２、３日の間、住民の生命、身体の安全を確保するための避難計 

画である。 

 

 ２ 計画の修正 

   この計画は、毎年検討を加え、必要があると認められるときは、これを修正する。 

 

 ３ 用語の意義 

   この計画において、使用する用語の意味は次のとおりである。 

 

 （１）津波浸水想定地域 

    想定する津波が陸上に遡上した場合に、浸水する陸域の範囲をいう。 

 

 （２）避難対象地域 

    津波が発生した場合に避難が必要な地域で、佐呂間町（以下「町」という。）が指定する

ものをいう。 

 

 （３）避難目標地点 

    津波の危険から、とりあえずの生命の安全を確保するために避難対象地域の外に定める 

   地点で、住民等が設定する避難の目標地点をいう。 

 

 （４）避難路、避難経路 

    避難するための経路で、町や住民等が指定・設定するものをいう。 

 

 （５）避難場所 

    津波の危険から避難するために、避難対象地域の外に町が指定するものをいう。 

 

 （６）避難困難地域 

    津波の到達時間までに避難対象地域の外、又は避難場所まで避難することが困難な地域 

をいう。 

  

 

  ※（４）を総称して「避難経路」、（３）、（５）を総称して「避難先」という。 

  



 2 

第２章 避難計画 

 １ 津波到達予想時間の設定 

   この避難計画は北海道が令和５年２月に設定・公表した、北海道オホーツク海沿岸の津波

浸水想定に基づき、津波到達予想時間を次のとおり想定する。 

 

代表地点名 最大津波高 
影響開始時間 

第 1波 最大波 
±２０cm 

浜佐呂間漁港 ０．９ｍ － ５３分 ７０分 

富武士漁港 １．１ｍ ４１分 ４１分 ４１分 

富武士漁港若里分港 １．２ｍ ３６分 ３６分 ４４分 

 

 

２ 避難可能距離の設定 

  避難可能距離は、下式により算出し、次表のとおり設定する。 

 

避難可能距離（ｍ）＝歩行速度（ｍ/秒）×（津波到達予想時間－５分） 

 

   ※歩行速度は１．０ｍ/秒（老人自由歩行速度、群集歩行速度、地理不案内者歩行速度等）

とする（「津波避難計画策定指針（北海道）」より）。 

   ※避難開始までの時間を、地震発生後５分後とする（「津波避難計画策定指針（北海道）」

より）。 

    

代表地点名 津波到達予想時間 避難可能距離 備考 

浜佐呂間漁港 ５３分 ２，８８０ｍ  

富武士漁港 ４１分 ２，１６０ｍ  

富武士漁港若里分港 ３６分 １，８６０ｍ  
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 ３ 津波避難計画 

 この避難計画では北海道が設定・公表した津波浸水想定区域に加え、安全を考慮し、標高

３．０ｍの地域をバッファゾーンとして設定する。避難対象地域、避難目標地点、避難路・

避難経路、避難場所等は次表のとおりとする。 

避難対象地域名 避難目標地点 
避難路・避難経路 

（幅員含む） 
避難場所・避難所 避難困難地域 

備  考 

（自動車の利用等） 

浜佐呂間 

日の出町・仲町 

１４０世帯 

２４９人  

浜佐呂間小学校  

周辺 

国道２３８号 
幅員７．０ｍ 

町道浜佐呂間市街 
幅員５．５ｍ 

町道浜佐呂間川沿 
幅員５．５ｍ 

浜佐呂間小学

校 
－ 

国道２３８

号佐呂間大

橋は通行禁

止 

浜佐呂間 

汐見町 

５１世帯 

１２７人  

真光寺周辺 

 

農協麦乾燥工場 

施設周辺 

国道２３８号 
幅員７．０ｍ 

道道キムアネップ
岬浜佐呂間線 

幅員５．５ｍ 
町道浜佐呂間湖岸 

幅員５．５ｍ 

       － 

国道２３８

号佐呂間大

橋は通行禁

止 

幌岩 

 中央 

６世帯 

１２人 

 幌岩第１ 

２０世帯 

３４人 

幌岩公民館周辺 

 

国道２３８号 

浜佐呂間方面 

国道２３８号 
幅員７．０ｍ 

道道キムアネップ
岬浜佐呂間線 

幅員５．５ｍ 
町道幌岩１線 

幅員５．５ｍ 
町道幌岩２線 

幅員５．５ｍ 
町道幌岩２号 

幅員５．５ｍ 

幌岩公民館 － 

国道２３８

号幌岩橋は

通行禁止 

富武士 

 共和・共栄  

新栄・樺太 

８６世帯 

２１０人  

漁村環境改善総

合センター周辺 

 

国道２３８号 

浜佐呂間方面 

国道２３８号 
幅員７．０ｍ 

道道富武士佐呂間
線 

幅員５．５ｍ 
町道富武士市街 

幅員５．０ｍ 
町道富武士湖岸 

幅員４．５ｍ 
町道富武士浜 

幅員４．０ｍ 

漁村環境改善

総合センター 
－ 

国道２３８

号富武士橋

は通行禁止 

富武士 

 浜登加呂地 

７世帯 

２０人  

国道２３８号 

若里方面 

国道２３８号 
幅員７．０ｍ 

町道トカロチ幹線 
幅員５．５ｍ 
町道トカロチ湖岸 
   幅員３．５
ｍ 

 －  

若里 

 第一 

６７世帯 

１６３人  

国道２３８号 

計呂地方面 

 

国道２３８号 

富武士方面 

国道２３８号 
幅員７．０ｍ 

町道若里浜 
幅員６．０ｍ 

町道若里浜西２線 
  幅員５．５ｍ 
町道若里湖岸 

幅員５．５ｍ 

 － 

国道２３８

号床丹橋及

び町道若里

湖岸道路浜

大橋は通行

禁止 

世帯数、人口については、令和６年２月末現在 

《バッファゾーン》予測上は浸水しないが予測の不確実性を考慮すると浸水の恐れがある区域。 
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【避難対象地域・避難経路図】 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

避難対象地域：浜佐呂間 

避難対象地域：幌  岩 

国道方面 

浜佐呂間小学校周辺 真光寺周辺 

農協麦乾燥工場 

施設周辺 

国道方面 

国道方面 
幌岩公民館周辺 
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                                 避難目標地点 

 

国道方面 
国道方面 

富武士漁村環境改善 
総合センター周辺 

国道方面 国道方面 

避難対象地域：富 武 士 

避難対象地域：若  里 
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第３章 初動体制 

 １ 職員の連絡・参集体制 

   津波警報及び津波注意報が発表された場合の職員の連絡・参集体制は「佐呂間町地域防災

計画 第６章第２節 災害応急対策計画」に定めるもののほか、連絡を待たずに直ちに参集す

るいわゆる自主参集による。 

なお、連絡を要する場合は、次の連絡系統により行うものとする。 

 

 

 

 

 

 ２ 配備体制 

区  分 基  準 動員配備人員 

警戒配備 

（第１配備） 

津波注意報が発表されたとき 

震度４の地震が発生したとき 

総務課長及び課長職 

総務課防災担当者 

災害警戒本部 

（第２配備） 

津波警報が発表されたとき 

震度５弱、震度５強の地震が発

生したとき 

全管理職及び所要人数 

災害対策本部 

（第３配備） 

大津波警報が発表されたとき 

震度６弱以上の地震が発生した

とき 

全職員 

 

  

本部長 

（町長） 

総務部長 

（副町長） 

総務班長 

（総務課長） 

各班長 

（課長職） 

各班員 

（職員） 
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 ３ 津波情報等の収集・伝達 

（１）津波情報等の収集・伝達方法 

   津波情報等の伝達系統は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   （二重線）で囲まれている機関は、気象業務法の大津波警報・警報の通知先 

   （二重線）は、特別警報が発表された際の気象業務法の規定に基づく通知もしくは周知の措置が義務付けられてい

る伝達経路 

   は、放送・無線 

(※1)緊急速報メールは、大津波警報・津波警報が発表されたときに、携帯電話事業者を通じて関係するエリアに配信さ

れる。 

(※2)ＮＴＴ東日本・西日本には、大津波警報・津波警報のみ伝達 

気
象
庁
又
は 

大
阪
管
区
気
象
台 

ＮＨＫ放送局 

携帯電話事業者 

(※1) 

警察庁 

消防庁 

北海道 

（危機対策課） 

北海道開発局 

第一管区 

海上保安本部 

報道機関 

札
幌
管
区
気
象
台 

北海道 

警察本部 

北見 

方面本部 

船舶 

網走開発建設部 

遠軽 

警察署 

オホーツク 

総合振興局 

各駐 

在所 

道路事務所 

網走建設 

管理部 
通行 

車両 

沿 
 

岸 
 

住 
 

民 
 

等 

佐 呂 間 町 

ＮＴＴ東日本 

ＮＴＴ西日本 
(※2) 
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（２）異常現象を発見した場合の通報 

   異常潮位又は異常波浪等異常現象を発見した者（海面監視）は、速やかに町、警察、消防

又は海上保安署に通報する。また、通報を受けた町は、速やかにオホーツク総合振興局及び

網走地方気象台等、防災関係機関に通報する。なお、危険が切迫している場合は、危険区域

の住民等に周知する。 

  ＜通報系統図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 避難誘導等に従事する者の安全確保 

   避難広報や避難誘導等を行う職員、消防職員・消防団員、民生委員などの安全確保につい

て、自らの命を守ることが最も基本であり、避難誘導等や避難行動要支援者の避難支援など

を行う前提であることを啓発していく。 

 

町 

異 常 現 象 発 見 者 

網 走 地 方 気 象 台 

オホーツク総合振興局 

防 災 関 係 機 関 遠 軽 警 察 署 
遠軽地区広域組合 
網 走 海 上 保 安 署 
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第４章 避難指示の発令 

 １ 発令基準 

種 別 基  準 避難対象地域 

避難指示 

大津波警報が発表されたとき 第２章 ３で示した避難対象地

域 津波警報が発表されたとき 

津波注意報が発表されたとき 湖の中や湖岸付近にいる者（観光

客、釣客、漁業関係者、港湾関係

者等） 
強い地震（震度４程度以上）も 

しくは長時間のゆっくりとし 

た揺れを感じて避難の必要を 

認める場合 

【参考】 

大津波警報：予想される津波の高さが高いところで３ｍを超える場合 

津 波 警 報：予想される津波の高さが高いところで１ｍを超え、３ｍ以下である場合 

津波注意報：予想される津波の高さが高いところで０．２ｍ以上１ｍ以下である場合であって津波によ

る災害のおそれがある場合 

高 潮 警 報：潮位が１．１ｍ以上と予想される場合 

 

２ 伝達方法 

避難指示の伝達に当たっては、「佐呂間町防災行政無線システム」による各世帯に設置の戸

別受信機及び浜佐呂間・富武士・若里の各地区に設置の拡声子局への伝達並びに携帯電話の

緊急速報メールの活用により、当該地区の住民等に対して速やかに次の事項について周知徹

底を図るとともに、広報車両により当該地区を巡回し、情報伝達の更なる徹底を図る。 

  また、高齢者、障がい者などの災害時要配慮者への伝達には十分配慮する。 

 （１）避難指示又は高齢者等避難の理由並びに内容 

 （２）避難場所及び経路 

 （３）火災、盗難の予防措置等 

 （４）携行品等その他の注意事項 

   ① 携帯品 

食料、水筒、タオル、懐中電灯、携帯電話、携帯用ラジオ、着替え、救急薬品、ティ

ッシュ、現金、貴重品等必要最低限のもの 

   ② 火災、盗難の予防措置等 

    灯油、ガス、水道の元栓閉鎖、電気ブレーカーを落とす、戸締りの確認等 

    

 



 10 

第５章 津波対策の教育・啓発 

 津波対策の教育・啓発にあたっては、まず、住民等に対して「自らの命は自ら守る」という

観点に立ち、「何より避難」という基本的な事項を周知徹底させ、実行させることが大切である。

こうしたことに配慮して教育・啓発は、各地域の実情（海岸付近の土地利用、地域コミュニテ

ィの成熟度、社会的環境の変化等）に応じて実施するものとする。 

  

１ 津波警戒の周知徹底 

（１）強い地震（震度４程度以上）を感じたとき又は弱い地震であっても、長時間ゆっくりと

した揺れを感じたときは、直ちに海浜等から離れ、安全な場所に避難する等、自主避難を

徹底する。 

（２）地震を感じなくても、津波警報・注意報が発表されたときは、直ちに海浜等から離れ、

安全な場所に避難する。 

（３）正しい情報をラジオ、テレビ、広報車両などで入手する。 

（４）津波は、繰り返し襲ってくるので警報・注意報解除まで気を緩めない。 

（５）津波は河川を遡上することがあるため、河川に近づかない。 

 

 ２ 津波防災知識の普及・啓発 

（１）啓発内容 

  ① 津波に対する心得 

  ② 津波に関する一般知識 

  ③ 避難対象地域 

④ 災害情報の正確な入手方法 

⑤ 救助・救護に関する事項 

⑥ 避難場所、避難路及び避難方法等避難対策に関する事項 

⑦ 高齢者、障がい者などの災害時要配慮者への配慮 

 （２）普及方法 

   ① ホームページ、ＳＮＳ等 

   ② テレビ、ラジオ及び新聞の利用 

   ③ 広報紙、広報車両の利用 

   ④ スライド、ビデオ等による普及 

   ⑤ ハザードマップ、パンフレット等の配布 

   ⑥ 講習会、講演会等の開催及び訓練の実施 

  

３ 学校等教育関係機関における津波防災思想の普及 

 （１）学校においては、児童生徒に対し、津波の現象、災害の予防等の知識の向上及び防災の

実践活動（地震時における避難、保護の措置等）の習得を積極的に推進する。 

 （２）児童生徒に対する津波防災教育の充実を図るため、教職員等に対する津波防災に関する

研究機会の充実等に努める。 

 （３）津波防災教育は、学校等の種別、立地条件及び児童生徒等の発達段階などの実態に応じ

た内容のものとして実施する。 

 （４）社会教育においては、ＰＴＡ、寿大学、老人クラブ等の各団体の会合や各種研究集会等

の機会を活用し、津波の現象、津波に対する心構え等の津波防災知識の普及に努める。 

 

 ４ 防災リーダーの育成 

消防団員、自主防災組織、ボランティア、事業所の防災担当者等について、普及啓発やワ

ークショップの運営が担当できるリーダーの養成に努める。 
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第６章 津波避難訓練の実施 

  円滑な避難と津波対策の問題点の検証を行うため、毎年１回以上の津波避難訓練を含めた防 

災訓練を実施するよう努めるものとする。特に、避難行動に支障をきたすと考えられる冬期の 

実施に配慮する。 

  また、避難訓練は、地域住民が参加しやすい時間に設定するとともに、訓練参加者には、津 

波に関する啓発についても実施し、訓練終了後には訓練内容、方法・問題点等の検証を行う。 

 

 

 

第７章 積雪・寒冷地対策 

 １ 冬期道路交通の確保 

   関係機関等が所管する緊急輸送道路や避難所のアクセス道路についての除雪体制を確保す 

る。また、道路の消融雪施設や流雪溝の施設整備について検討する。 

 

 ２ 避難対策、避難生活環境の確保 

   積雪等による孤立集落の把握、避難所の暖房設備及び暖房用燃料の備蓄などの配備状況を 

把握、確保する。 

 

 ３ 電力の確保 

   機能が停止した場合の早期復旧対策の確認及び体制を確保する。 

 

 ４ 緊急通信ネットワークの確保 

   通信機器が停止した場合の住民への緊急情報の伝達手段を確保する。 

 

 ５ 雪崩対策 

   雪崩危険箇所の把握、緊急点検体制、応急対策の実施方法、避難場所への適切な避難誘導 

等を確認する。 

 

 ６ 水門等の作動の確保 

   冬期における作動確認体制を確保し、確実な作動に努める。 

 

 ７ 救助・救出体制の強化 

 積雪等による自力脱出困難者の救助・救出体制の強化に努める。 
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第８章 その他の留意点 

 １ 観光客等の避難対策 

  観光物産協会や宿泊施設等と共同して、観光客等の避難誘導を行う。 

（１）情報伝達 

① 観光施設、宿泊施設等の施設管理者に対して、同報無線の個別受信機の設置等により

伝達手段を確保するものとする。 

② 利用客への情報伝達方法や避難誘導方法等を定めたマニュアルを定めるものとする。 

③ 屋外にいる者に対しては、同報無線の屋外拡声器、サイレン、広報車両等により伝達す

るものとする。 

 （２）避難場所等の確保、看板・誘導標識の設置 

 町は、観光客等、地理不案内の外来者に対して、海抜・津波浸水想定区域・具体的な津

波襲来時間や高さの表示、避難方向（誘導）や避難場所等を示した案内看板等の設置を必

要に応じ検討するものとする。 

 

２ 災害時要配慮者の避難対策 

  高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦及び外国人等、いわゆる災害時要配慮者の安全を確保

するため、避難対象地域内における災害時要配慮者の現状把握に努めるとともに、住民、自

治会及び自主防災組織等の協力を得ながら、災害時要配慮者の避難が的確に行えるよう、平

常時から緊急連絡体制、避難誘導等の防災体制の整備に努めるものとする。 

（１）災害時要配慮者の実態把握 

      町は、消防機関、自主防災組織、自治会、社会福祉協議会、社会福祉施設及び災害時要

配慮者関連施設の管理者並びに民生児童委員の協力を得て、災害時要配慮者の実態を把握

し、災害時に支援を必要とする災害時要配慮者リストを作成して、災害時の救助活動等に

活用するものとする。また、災害時要配慮者に対して効果的な支援ができるよう、町担当

部局及び町の地域担当員は、平常時から災害時要配慮者に関する情報を収集し、情報の共

有化を図るとともに、自助・共助（地域、近隣）を基本とし、地域ぐるみで災害時要配慮

者の避難支援ができるよう、近隣住民の中から避難支援者を定めておくなど、個別避難計

画を作成しておくものとする。 

（２）緊急連絡体制・避難体制の整備 

     町は、地域ぐるみの協力のもとに、災害時要配慮者に対するきめ細かな緊急連絡体制の

確立を図るとともに、避難所や避難路の指定に当たっては、地域の災害時要配慮者の実態

に合わせて利便性や安全性を十分配慮するものとする。 

 （３）防災教育・訓練の充実等 

      町は、災害時要配慮者が自らの対応能力を高めるために、個々の災害時要配慮者の態様

に応じた防災教育や防災訓練の充実強化を図るとともに、地域の実情に応じた防災知識等

の普及・啓発等に努めるものとする。 

 （４）社会福祉施設等の対策 

  寝たきりの高齢者や障がい者等の利用者、また、入所者が多い社会福祉施設等において

は、施設管理者は、施設の災害に対する安全性を高めるために、防災設備等の整備を行う

とともに、災害時において迅速かつ的確に対処するため、あらかじめ防災組織を整え、緊

急連絡体制や避難誘導体制等、利用者や入所者に十分配慮した組織体制を確保するものと

する。 

（５）外国人に対する対策 

  町は、言語・生活習慣・防災意識の異なる外国人をいわゆる災害時要配慮者として位置

付け、災害発生時に迅速かつ的確な行動がとれるよう、次のような条件・環境づくりに努

めるものとする。 

   ① 多言語による広報 

   ② 避難場所・道路標識等の災害に関する表示板の多言語化 

   ③ 外国人を含めた防災訓練・防災教育の実施 
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 ３ 地域コミュニティにおける自主防災組織結成の推進 

   大きな災害ほど、住民は「自らの命（地域）は自ら守る」という防災の原点に立って、自 

ら災害に備えるとともに、自発的に地域の防災活動に寄与することが求められる。 

   地域住民がお互いに助け合い、協力しながら円滑に防災活動を行うため、自主防災組織の 

結成を推進する。 
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